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１ 事案の概要 

 

(1) 区東部ブロックにおける妊婦搬送事案（平成２０年１０月） 

 
 【概 要】 

   平成２０年１０月４日、江東区内のかかりつけ産婦人科医院を受診した妊婦の転院搬

送に関し、同医院等が都立墨東病院を含め、８医療機関に連絡したが、受入困難であっ

た。再度要請を受けた都立墨東病院が受け入れた。児は緊急帝王切開で無事出産したが、

妊婦は脳内出血により死亡した。 
 
平成２０年１０月４日（土） 
○午後７時００分頃  

   ・かかりつけ医院（江東区）医師より、墨東病院に「母体搬送の受入れ可否の」問い

合わせあり 
   ・墨東病院は、他の周産期センターに依頼した方が迅速かつ適切に対応できるとの判

断から、受入れ可能な医療機関名を伝達 
   ・かかりつけ医院による要請 ７病院（慈恵医大、慶応、日赤、順天堂、慈恵青戸、

女子医大東医療センター、墨東） 
○午後７時４５分頃 
 ・かかりつけ医院医師は、他医療機関から受入れを断られたことから、再度、墨東病

院に母体搬送の依頼あり。墨東病院は、東大病院へ電話をかけ、受入要請したが、

不可との回答  
○午後８時００分頃 
・墨東病院は、下痢、嘔吐、頭痛等の症状が厳しい状況のため、バックアップの産科

部長に緊急当院を要請し、かかりつけ医院へ母体搬送受入れ可能と連絡 
○午後８時１８分 
 ・救急車で墨東病院に到着 
 ・脳卒中が疑われたため、脳外科当直医が対応 
 ・頭部ＣＴ撮影 
  両側の頭蓋内出血を認め、頭部手術の必要性を判断、児の救命のため帝王切開を先

行 
○午後９時４１分 
 ・児を娩出し、ＧＣＵに入室 
○午後１０時２４分 

   ・頭部の血腫除去術を開始 
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平成２０年１０月５日（日） 
○午前１時２８分 

   ・頭部手術終了 
 
  平成２０年１０月７日（火） 

○午後８時３１分 
   ・死亡確認（直接死因 脳出血） 
 
(2) 多摩ブロックにおける妊婦搬送事案（平成２０年９月） 

 

【概 要】 

    平成２０年９月２３日、調布市内のかかりつけ病院を受診した妊婦の転院搬送に関し、

同病院等が杏林大学医学部付属病院を含め８医療機関に連絡したが、受入困難であり、

最終的には、都立墨東病院が受け入れた。 
 

○平成２０年９月２２日～２３日 
妊婦（４１週６日、出産経験なし）の破水が判明し、かかりつけ医に入院 
２３日午前２時３０分から嘔吐あり、話の辻褄があわず、右半身がきかない症状 

○午前３時１９分～ 
かかりつけ病院より、杏林大学病院ほか５医療機関に対し、母体搬送要請 

※ かかりつけ病院によると、脳疾患の症状があるとして、杏林大学病院とともに受

入先を探したが、墨東病院に決定するまで６つの医療機関から断られ、約４時間

を要したとのことであった。 
○午前６時０２分 

墨東病院での受入が決定 
○午前７時００分すぎ 

墨東病院到着、帝王切開術にて、児出産後、頭部手術 
※ 後日転院し、現在入院加療中 

 

２ 事案発生時の状況 

 (1) 区東部ブロック事案 
   都立墨東病院の産科においては、平成２０年６月３０日にシニアレジデントが１名退

職したことから、毎日の二人当直体制の維持が困難となり、７月１日から土日当直が１

名体制となっていた。このため、７月１日から原則として、土曜・休日の母体搬送の受

入れを制限することとし、これについて、都内周産期センターに十分説明し、協力を依

頼するとともに、すみだ・江東区・江戸川区産婦人科医会及び会員に対し、周知を行っ

ていた。 
   また、連絡を受けた他の医療機関においては、当直医が分娩対応中であったことやＮ

ＩＣＵ満床を主な理由として、受入困難な状況であったとの回答を受けている。 
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 (2) 多摩ブロック事案 

   杏林大学医学部付属病院においては、「（かかりつけ病院から搬送受入の依頼を受け

た際、）産科が手術中、脳外科は三次救急患者に対応中であり、それぞれ診療可能な医

師がいなかったこと、あわせてＭ－ＦＩＣＵ、産科病棟ともに満床であったため受入

困難であった」との回答を受けている。 

  また、連絡を受けた他の医療機関においては、当直医が分娩対応中であったことやＮ

ＩＣＵ満床を主な理由として、受入困難な状況であったとの回答を受けている。 

 

３ 事案発生の要因 

 (1) 迅速で正確な情報伝達体制が未整備 

  ・今回のケースでは、かかりつけ病院はきちんと重症であることを伝えていたが、受入

を打診された医療機関では「それほど重症ではない」と判断していた。 

・搬送要請の受入にあたり、依頼元医療機関と依頼先医療機関が、互いに患者の症状を

同じレベルで共有されることが不可欠であるが、口頭でのやりとりでは、患者情報が

正確に伝わらないことがある。 

・しかし、緊急を要するケースでは、複雑な文書でのやりとりは困難である。 

  ・また、搬送先選定が困難な事案が発生したなどの場合、情報集約体制が徹底されてお

らず、速やかな対応を図ることが困難となっている。 

 

(2) 周産期医療と救急医療体制の連携が不十分 

・周産期医療体制は、一般の救急医療体制とは別に、産科・新生児科のシステムとして、

産科救急医療と新生児救急医療への対応について整備を進めてきた。 

・しかしながら、脳出血のような妊産婦の救急疾患の合併を要因とする母体救命救急が

必要な疾患については、救急受入要請時に、産科、新生児科のほか救命救急、当該疾

患に対応する診療科の受入体制が整っている必要があるが、それを常時確保すること

は困難である。 

  ・また、救命救急センター等との連携については、必ずしも統一的な方法が確立されて

いるとはいえないなど問題がある。 
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 (3) ＮＩＣＵの需要の増大 

  ・都では、平成９年以降、ＮＩＣＵ病床 200 床を目標に整備の支援を行ってきており

事案発生時の都内周産期母子医療センターのＮＩＣＵ病床は 195 床であった。 
・早産の増加、晩婚・晩産化や不妊治療等によるハイリスク妊娠の増加等を背景に、Ｎ

ＩＣＵによる治療管理を必要とすることが多い多胎児や低出生体重児は増加を続け、

ＮＩＣＵ絶対適応の極低出生体重児（1,500 グラム未満）は、この 10 年間で約 1.3
倍と急増しており、ＮＩＣＵのニーズは増大し続けている。 

・これにより、周産期母子医療センターにおける搬送患者受入困難の主因がＮＩＣＵの

満床にあり、その解消を図ることが重要となっている。 
・なお、国は、平成２１年３月に「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」

報告書において、ＮＩＣＵ必要病床数をこれまでの「１万人対２０床」を見直し、「１

万人対２５～３０床を当面の目標として、都道府県が地域の実情に応じたＮＩＣＵ整

備を進める」こととした。 
・しかしながら、ＮＩＣＵの増床にあたっては、診療報酬上の施設基準を満たすための

看護師及びスペース等の確保が必要となるほか、何よりも新生児を診ることが出来る

小児科医（新生児科医）の確保が必要であり、この人員確保が極めて困難な状況にあ

る。 

          

NICU病床数の推移
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(4) 産科医師等の減少 

 ・「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると、都内の医師総数は増加しているが、産科・

産婦人科、小児科の医師は減少しており、周産期医療を担う医師の不足は深刻な状況

にある〔都内医療施設に従事する産科及び産婦人科の医師数は、昭和６３年（８８年）

には 1,813 人であったが、平成１８年（０６年）には 1,411 人と約２割減少。また同

様に、小児（新生児）科の医師数についても、昭和６３年（８８年）には 4,567 人で

あったが、平成１８年（０６年）には 3,805 人と減少。〕。 
・特に産科医師や小児科のうち新生児に対応できる医師については、緊急の母体搬送等

に常時対応できるだけの余力がない状況となっている。 
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４ 東京都周産期医療協議会等の検討と対応 

(1) 東京都周産期医療協議会 
２つの事案発生を受け、都は、早急に東京都周産期医療協議会の開催を依頼し、平成

２０年１１月５日に緊急開催した。以降、協議会や部会等において、再発防止に向けた

改善策や今後の周産期医療体制の強化策について、検討が行われた。 
主な協議・決定事項は、次のとおりである。 

 

① スーパー総合周産期センターの設置          

救命救急部門の医師と連携し、母体救命が必要な妊産褥婦を必ず受け入れる母体救

命対応総合周産期母子医療センター（いわゆる｢スーパー総合周産期センター｣）を３

施設指定することとし、平成２１年３月２５日から運用を開始した。 

都内医療施設に従事する小児科及び産科・産婦人科医師数等の推移（診療科は重複計上）

出典：「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

人 人 

88 年   90 年   92 年   94 年    96 年   98 年    00 年    02 年   04 年   06 年 
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【指定病院】  

・昭和大学病院（品川区旗の台１－５－８） 

  ・日本赤十字社医療センター（渋谷区広尾４－１－２２） 

  ・日本大学医学部附属板橋病院（板橋区大谷口上町３０－１） 

 

② 母体・新生児搬送受入コーディネーターの配置       

患者さんがその状態に応じた適切な医療機関に迅速に搬送されるよう、全都的に搬

送調整を行うコーディネーターを平成２１年度早期に設置することとし、現在、運用

に向けた準備を進めている。 

  

 ③ 総合周産期母子医療センターの当番制による墨東病院の１人当直体制の日の

支援 

    墨東病院の産科が１人当直体制となる日については、総合周産期母子医療センター

が当番制による支援（搬送調整業務）を行うこととし、平成２０年１１月は、計５回

の当番による支援を行った。 

   ※ 平成 20 年 12 月以降は、墨東病院は独自に２名当直体制を維持している。 

 

  ④ 胎児・新生児搬送を考慮したシステムの検討 

   母体救命後の新生児搬送、全都的な搬送コーディネーター制度実施にあたって、児

の救命にも配慮する必要性について議論された。詳細については、新生児部会等で今

後検討していくことを決定した。 

 

  ⑤ ブロック内搬送体制の再検討 

   搬送コーディネーター設置を見据え、三次から二次への戻り搬送も含めた一次～三

次のブロック内搬送システムについて再検討していくことを決定した。 

    

(2) 東京都医師会   

  平成２０年１１月５日、知事より東京都医師会長に対し、今後の周産期医療体制に関

して協力を要請した。これを受けて、東京都医師会では同年１２月に「産科地域医療連

携協議会」を設置以来、協議会３回、部会１回を開催し、産婦人科医会や地区医師会に

よる具体的な支援策について検討が行われた。 

   当面は、地域の医師を予め臨時職員等として登録し、都立病院における出産等を協力

する「産科診療協力医師登録制度」を、区東部地区医師会等の協力を得て実施すること

により、都立墨東病院の応援体制を整備することとし、平成２１年３月２５日より実施

している。 

   本制度にのべ２７名の登録があり、うち１９名は墨東病院への母体搬送時の救急車同

乗を行うとともに、６名については、墨東病院での夜間・休日の当直に参加するなどの

協力を行うこととしている。 

 
 



- 7 - 

 ５ 周産期医療体制整備ＰＴの取組 

都では、前述の専門家による検討のほか、東京 
都周産期医療協議会における検討状況等を踏まえ 
ながら、都民・利用者の立場から、現在の周産期 
医療システムや制度を検証する立場として、「周 
産期医療体制整備ＰＴ」を設置し、改善策につい 
て検討を行った。 
 検討結果は、第一次提言から第三次提言として、 
東京都周産期医療協議会、国、医師会、区市町村 
への提言に加え、都として対応すべき事項をとり 
まとめた。 

 

(1) 検討経過 
    

○平成２０年１１月２７日（木） 周産期医療体制整備ＰＴ準備会 
周産期医療体制整備ＰＴ発足 

   
  ○平成２０年１２月２４日（水） 第１回周産期医療体制整備ＰＴ 

    ・ 妊婦搬送事案について 
・ 周産期医療システム・制度の問題点整理 
・ 資料収集  

 
○平成２１年 １月２２日（木）  第２回周産期医療体制整備ＰＴ 

    ・ 妊婦搬送事案の検証 
・ 周産期医療システム・制度の問題点整理 
・ 資料収集  

   
○平成２１年 ２月 ３日（火）  第３回周産期医療体制整備ＰＴ 

   ・ 札幌市視察報告（札幌市産科救急オペレーター制度の概要説明） 
   ・ 母体・新生児搬送受入コーディネーターについて 
   ・ 東京都周産期医療情報システムとの比較について 

  
○平成２１年 ２月１０日（火）  第４回周産期医療体制整備ＰＴ 

   ・ 第一次提案内容について（提案内容を協議、決定） 
 

○平成２１年 ３月 ３日（火）  第５回周産期医療体制整備ＰＴ 
   ・ ＮＩＣＵ収支モデル計算分析（１床あたりの収支試算） 
   ・ 周産期センター運営費補助制度の検証（国制度と都制度の比較） 
   ・ レセプト並み明細書の発行について 

 ・ 第二次提案内容について（提案内容を協議、決定） 
 
○平成２１年 ３月１９日（木）  第６回周産期医療体制整備ＰＴ 
  ・ セミオープンシステムについて 

   ・ 最終提案事項（案）について 
 

○平成２１年 ３月３１日（火）  第７回周産期医療体制整備ＰＴ 
・ セミオープンシステムについて －日本医科大学多摩永山病院の取組－ 

  ・ 最終報告書（案）について 
 

ＰＴの検討の様子
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(2) 病院及び関係機関等の視察 

 

  周産期医療体制整備ＰＴでは、制度検証のための議論の参考とするため、病院や関

係機関など、様々な現場の視察を行った。 

 

○平成２０年１２月１５日（月） 第１回視察 

【概 要】 

本格的なディスカッションを始めるにあたり、ＮＩＣＵ等の状況や現場で勤務す

る医療従事者の声を聞くため、都内の総合周産期母子医療センターを視察した。  

さらに、救急患者発生時の救急車の指令本部である東京消防庁災害救急情報セン

ター等を視察した。 

 

                           

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成２０年１２月２２日（月） 第２回視察 

    【概 要】 

ＮＩＣＵ、さらにはＮＩＣＵ病床を出た後のＧＣＵやその他後方病床の状況を把

握するため、重症心身障害児（者）施設、周産期母子医療センター等を視察した。 

 

【視察先】 

ア 都立府中療育センター（重症心身障害児（者）施設） 

 10:00～11:00  施設内視察 

 

【視察先】 

ア 都立墨東病院 

  10:00～11:25 病院概要説明 

病棟（ＮＩＣＵ他）

救命救急センター 

ＥＲ視察 

 
イ 東京消防庁 

11:45～12:10 災害救急情報センター 

救急相談センター 

 

ウ 日本赤十字社医療センター 

  13:00～15:00  院内視察等 

第１回視察の様子（東京消防庁）
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第２回視察の様子（都立府中病院） 

 

 

○平成２１年 １月２４日（土） 第３回視察 

【概 要】 

搬送先選定にあたって、市全域を対象とした搬送コーディネーター制度を導入し

ている札幌市産科救急オペレーターの業務を視察し、市職員及びオペレーターであ

る助産師から説明を受けた。 

あわせて、総合周産期母子医療センターである市立札幌病院、ドクターカーを配

備する札幌市消防局ワークステーションを視察した。 

 

【視察先】 

ア 札幌市立病院 

15:00～17:20  病院概要説明 

周産期母子医療センター 

救命救急センター視察 

 

イ 札幌市消防局ワークステーション 

 15:15～15:25  ワークステーション視察 

  

ウ 札幌市夜間急病センター  

<産科救急オペレーター事業＞ 

    17:30～19:00  産科救急オペレーター 

事業概要説明、 

助産師によるオペレーター 

業務視察 

            

○平成２１年 ４月 １日（水） 第４回視察 

 【概 要】 

セミオープンシステムを導入している日本医科大学多摩永山病院等を視察し、概

要やその効果などについて説明を受けた。その後、院内の視察を行った。 

イ 都立府中病院 

11：10～12:20  病院概要説明 

救命救急センター 

ＥＲ 

 

ウ 杏林大学医学部付属病院 

13：00～14:00  病院概要説明 

周産期母子医療センター 

  救命救急センター 

 

第３回視察の様子（札幌市）
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 【視察先】 

日本医科大学多摩永山病院 

  15:00～16:00 セミオープンシステム 

概要説明 

         産科病棟、新生児室、 

救命救急センター視察 

 
 
 

 

 

(3) 患者御家族との面会 

 

平成２０年に発生した２件の妊婦搬送事案のそれぞれの患者さんの御主人との

面会を行い、当時の状況について伺うとともに、再発防止に向け、改善策のあり方

等について意見交換を行った。 

 

【面会日時】 

平成２１年 １月２９日（木）19:00～21:00 ＜各１時間程度＞ 

   

   【面会者】 

猪瀬副知事（座長） 

 

６ 周産期医療充実に向けての提言 

 

 第一次提言     

                                       

 【提案日】 

  平成２１年 ２月１０日（火） 

 

 【提案先】 

  東京都周産期医療協議会 

（岡井崇会長、楠田聡副会長兼搬送 

コーディネーター専門部会長） 東京都周産期医療協議会 岡井会長 

（中央）へ提案書を手交 

第４回視察の様子（日医大多摩永山病院）

※ 終了後、本システム参画医院である

「赤枝医院」を視察 
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 【提案内容】 

 (1) 診療可否情報の簡素化 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

現在の東京都の周産期医療情報システムは、産科・新生児科の診療能力について詳

細な項目（産科空床、ＮＩＣＵ空床など）について入力し、変更があるたびに随時更

新するというルールとなっている。しかし、周産期母子医療センターの医師の多忙な

勤務環境の中、実際の運用は一日二回の変更が一般的となっており、リアルタイム性

を確保することが困難となっている。 

都においては、適切な搬送調整等を行うため、現在、周産期医療協議会の中で、コ

ーディネーターの設置についての検討が進められている。 

一方、札幌市が昨年１０月から実施している周産期情報オペレーターの業務では、

周産期医療情報システムは使用せずに、助産師によるオペレーターが、毎晩、各周産

期医療三次施設（ＮＩＣＵを有する病院）の産科及びＮＩＣＵのそれぞれの受入可否

状況を電話で確認し、記録（録音）している。そして、その結果により、あらかじめ

第一優先及び第二優先の病院を決定し、オペレーターに搬送先調整依頼があった場合

は、それらの病院を紹介する方式を採用している。 

また、受入可否状況の確認においては、受入可能か否か（「○」か「×」か）だけ

ではなく、患者の状態等により、受け入れられる可能性があるものを「△」としてお

り、オペレーターは優先病院に「△」がある場合、患者の状況を優先病院に伝えたう

えで、搬送元に優先病院を紹介している。 

緊急に搬送先病院を選定しなければならない場面においては、シンプルな診療可否

情報がリアルタイムに把握されていることが極めて重要である。こうした観点から、

都においてコーディネーターを設置する際は、札幌方式を参考に導入を検討するべき

である。 

なお、現在の周産期医療情報システムについては、そのあり方について、周産期医

療協議会で十分検討が行われるべきである。 

 

 

 

〔提案内容〕 

母体・新生児搬送コーディネーター（仮称）が搬送先病院を調整する際は、詳細な

項目が列挙されている「周産期医療情報システム」によるのではなく、産科・ＮＩＣ

Ｕそれぞれの受入可否状況を電話で把握した上、それに基づき行うべきである。 
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(2) 患者情報連絡票の簡素化  

 

 

 

 

 

 

 

〔提案理由〕 

昨年、都内で発生した母体搬送事案においては、患者情報の伝達が電話のみにより

行われたため、患者情報が正確に伝わらなかったことが明らかになった。患者情報の

正確な伝達は、搬送先病院の調整や受入れ後における適切な医療提供のためにも、極

めて重要であり、文書による情報伝達を行うべきである。 

一方、緊急性を有する患者に関する情報伝達の際には、搬送元医師は目の前の患者

対応も行いながら、一刻も早く搬送先病院を決定しなければならない。 

そのため、時間や手間がかからぬように、情報伝達方式はできる限りシンプルなも

のに設定すべきである。 

このため、患者情報連絡票は、緊急時には、必要最小限の情報を記載すればよいも

のに改めるべきである。 

 

 

 第二次提言   

 

２件の母体搬送事案では、都内の周産期母子医療センターのＮＩＣＵ病床が、常時ほぼ

満床状態にある現状を浮彫りにした。このため、ＮＩＣＵのさらなる整備に向け、ＮＩＣ

Ｕの収支に着目し、１床あたりの収支モデル分析等を行った結果、都の運営費補助金投入

後も１床当たり７００万円以上の赤字を生じるなどの結果を得た。 

 これを踏まえ、ＮＩＣＵの整備促進に関する国への緊急要望をとりまとめ、猪瀬副知事

より、舛添厚生労働大臣に対し、要望書を手交した。 

 

 【提案日】 

  平成２１年 ３月１７日（火） 

  

 【提案先】 

  舛添要一厚生労働大臣 

 

 
舛添厚生労働大臣に要望書を手交 

〔提案内容〕 

搬送元医療機関が母体・新生児搬送コーディネーター（仮称）に搬送先病院の調整

を依頼する際は、患者情報が正確に伝わるよう連絡票の送付を行うべきである。また、

その様式は、緊急時にも手間がかからないよう、伝達すべき項目を厳選した簡便なも

のとするべきである。 
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〔要望の趣旨〕 

   平成２０年に発生した２件の母体搬送事案では、都内の周産期母子医療センターのＮ

ＩＣＵ病床が常時ほぼ満床状態にある現状を浮彫りにした。 

都では、これまでも周産期医療体制の強化を図るため、ＮＩＣＵの診療報酬の算定額

等について、実態に見合った内容に改善するとともに、周産期母子医療センターに対す

る国庫補助制度の改善について、平成９年度から国に対し要求を行ってきたが、いまだ

十分な改善が図られていない。 

   一方、国は、「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」の報告書におい

て、出生１万人対２０床というこれまでのＮＩＣＵの整備目標を見直すこととし、「都

道府県は、出生１万人対２５～３０床を当面の目標として、地域の実情に応じたＮＩＣ 

Ｕの整備を進める」という方向を示している。 

   都内におけるＮＩＣＵ数は、現在、周産期母子医療センターで２０７床（出生数１万

人対比でおおむね２０床）となっているが、今後更なる整備を進めて行くことが急務で

ある。 

   東京都の周産期医療体制整備ＰＴは、ＮＩＣＵのさらなる整備に向け、都内総合周産

期母子医療センターの実績等も踏まえ、ＮＩＣＵの収支モデル分析等を行い、その結果、

都の運営費補助金投入後も１床当たり７００万円以上の赤字を生じるなどの結果を得

た。 

こうしたことから、医師や看護師の確保対策を進めることと併せ、ＮＩＣＵの診療報

酬の改善等を実現することが必要不可欠であり、緊急に要望するものである。 

 

 

〔要望内容〕 

(1) ＮＩＣＵの診療報酬（総合周産期母子医療センターで現在１日当たり８万６千

円）を、実態に合わせて大幅に引き上げること。 

(2) 現在の国庫補助制度は、補助額の算定にあたって、Ｍ-ＦＩＣＵ数が基準となっ

ている。 

ＮＩＣＵの整備促進を図るため、総合周産期母子医療センターの国庫補助の算定

基準にＮＩＣＵ数を加えるとともに、地域周産期母子医療センターに対してもＮＩ

ＣＵ数を算定基準とした国庫補助制度を創設するなど、国庫補助を充実させるこ

と。 
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  第三次提言   

 

  ＰＴでは、緊急に対応すべき事項については、第一次、第二次提言においてそれぞれ

提案を行ったが、第三次提言については、ＰＴにおいて検討を行ったそれ以外の事項に

ついて、国、医師会、区市町村への提言に加え、都として対応すべき事項をとりまとめ

た。 

 

(1) セミオープンシステムのさらなる普及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔提案内容〕 

周産期医療資源の減少と都民の高度医療への志向もあいまって、本来、ハイリスク

分娩や三次救命救急医療を中心に担うべき周産期母子医療センターへ正常分娩（ロー

リスク分娩）を含む分娩が集中し、産科医等の過重な負担となっており、これを理由

に医師等の離職が進むなど、高度医療の確保が困難な状況となっている。 

この三次医療機関への過度の患者集中を緩和するため、ミドルリスク妊産婦の緊急

診療を行う「周産期連携病院」の指定を拡充するとともに、一次から三次医療の役割

分担の明確化を進めていく必要がある。 

また、こうした役割分担を地域での連携によって行う取組として、日本医科大学多

摩永山病院（以下「日医大多摩永山」という。）では、セミオープンシステム「母と

子のネットワーク」を導入している。 

これは、分娩を受け持つ中核病院と連携医療機関との相互の紹介を通して、妊婦健

診と分娩、正常分娩とハイリスク分娩など患者のリスクをふまえ、医療機能に応じた

役割分担を進める取組みである。妊婦健診は、このセミオープンシステムに参画して

いる妊婦の身近な地域の診療所等（本システム参画医療機関）で行い、分娩は提携し

〔提案要旨〕 

セミオープンシステムは、身近な地域で健診が受けられ、状況に応じて高次医療機関

での診療が受けられるなど、妊婦さんやご家族にとって安心感や信頼感が得られるだけ

でなく、医療機関側にも、オープン病院の外来患者数の減少による外来診療の負担が軽

減されること、地域の診療所等の分娩に伴うリスクが軽減されること、さらには経営の

安定化に繋がるなど、それぞれにメリットのある非常に有効な取組である。 

 都は、周産期医療機関連携ガイドラインにより、本システムの普及に取り組んでいる

ところであるが、日医大多摩永山方式を一つのモデルとして、普及の促進について東京

都周産期医療協議会で検討を行うとともに、東京都医師会等と連携し、さらなる普及に

努める必要がある。 
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ている病院（日医大多摩永山）で行うものである。 

このシステムは、身近な地域で健診が受けられ、状況に応じて高次医療機関での診

療が受けられるなど、妊婦さんやご家族にとって安心感や信頼感が得られるだけでな

く、医療機関側にも、オープン病院の外来患者数の減少による外来診療の負担が軽減

されること、地域の診療所等の分娩に伴うリスクが軽減されること、さらには経営の

安定化に繋がるなど、それぞれにメリットのある非常に有効な取組である。 

都においては、周産期医療機関連携ガイドラインにおいて、こうしたシステムの普

及に努めているところであるが、日医大多摩永山方式を一つのモデルとして、普及の

促進について東京都周産期医療協議会で検討を行うとともに、東京都医師会や保健所

等と連携し、さらなる普及に努める必要がある。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療所

（登録医療機関）

診療所

（登録医療機関）

診療所

（登録医療機関）

　オープン病院

ハイリスク分娩

妊婦 妊婦 妊婦 妊婦 妊婦 妊婦

健診・ローリスク分娩 健診・ローリスク分娩 健診・ローリスク分娩

 セミオープンシステムとは

 ◇ 妊婦健診は、妊婦の身近な地域の診療所等（登録医療機関）で行い、分娩は提携している病院等で行うもの

 ◇ 分娩を受け持つオープン病院と登録医療機関との相互の紹介を通して、妊婦健診と分娩、正常分娩とハイリスク

   分娩など、医療機能とリスクに応じたより明確な役割分担が進む取組み

セミオープンシステムのイメージ図 
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(2) 医師の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

不足する産科、小児科、救急医療、へき地医療等における医師の確保に向け、医学教

育、臨床研修の整備・充実を図るとともに、３６時間勤務といわれるような長時間勤務

の実態の解消に向けて、交代勤務制や短時間勤務制の導入など病院勤務医師の勤務環境

を改善する施策の推進及び診療報酬の一層の充実が必要となっている。 
また、病院勤務医師の過重な労働負担を軽減し、診療業務に専念できる勤務環境を確

保するため、医師の事務作業をサポートする事務補助者について、診療報酬の評価を拡

大するとともに、専門職種として、資格の明確化と養成制度を確立する必要がある。さ

らに、これに加えて、産科、小児科、救急医療など不足が顕著な診療科の医師の確保に

ついても、実効性のある措置を緊急に講じる必要がある。これらについては、医療制度

の根幹にかかる問題であることから、国が責任をもって抜本的な改善を図るべきであり、

都は強く国に対し提案要求を行うべきである。 
都においては、独自の取組として、平成 20 年度から医師勤務環境改善事業、平成 21

年度から地域医療医師奨学金制度を実施している。周産期医療などに従事する医師を確

保するため、病院勤務医の負担軽減や次代の医師育成、さらには病院内での院内助産や

助産師外来など医師の負担軽減策を含めた医師確保対策について、効果を踏まえながら

着実に推進していく必要がある。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案要旨〕 

国においては、現下の医師不足の状況に対して、不足が顕著な産科、小児科、救急

医療等の医師の早急な確保や医師の勤務環境改善に向け、診療報酬の改善を含め、よ

り実効性のある総合的な対策を講じる必要がある。 

都においては、医師勤務環境改善事業や地域医療医師奨学金制度など、医師確保対

策について、効果を踏まえながら着実に推進していく必要がある。 

医師数（届出数）・医学部定員数の推移

7,120

8,280 8,260 8,220 8,160 8,150

7,685 7,655 7,645 7,630 7,625 7,625 7,625 7,625
7,793

8,486

2,840

8,2808,280

7,6257,6307,6307,6307,6407,6407,6457,6457,6557,675
7,815

4,380

3,560

2,820

230,519

248,611

262,687

270,371

277,927

103,131

94,563

255,300

240,908

181,101
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219,704

211,797

201,658191,346
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【出典】　医師・歯科医師・薬剤師調査　　文部科学省資料

【単位：人】
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【出典：文部科学省ホームページ】 

  

参 考 

医学部入学定員削減に関する経緯 

 

昭和 57 年 7 月  臨時行政調査会「行政改革に関する第３次答申」 

 ◎ 医師については、過剰を招かないよう合理的な医師養成計画を樹立する。 

 

昭和 57 年 9 月  「今後における行政改革の具体化方策について」閣議決定 

 ◎ 医師については、全体として過剰を招かないよう配慮し、適正な水準となるよう合理的な養成

計画の確立について政府部内において検討を進める。 

 

昭和 61 年 6 月  厚生省「将来の医師需給に関する検討委員会」最終意見 

 ◎ 平成 7 年を目途として医師の新規参入を最小限 10％削減すべき。 

 

昭和 62 年 9 月  文部省「医学教育の改善に関する調査研究協力者会議」最終まとめ 

 ◎ 新たに医師になる者を 10％抑制することを目標として、国公私立を通じ、入学者の削減等の

措置を講ずべき 

 

※ 以降の入学定員の削減を実施。平成 18 年度までに 7.9％削減をしている。 

 

平成９年 6 月  「財政構造改革の推進について」閣議決定 

 ◎ 大学医学部の整理・合理化も視野に入れつつ、引き続き医学部定員の削減に取り組む。 

 

平成 10 年 5 月  厚生省「医師の需給に関する検討会」報告書発表 

 ◎ 当面、昭和 62 年に立てた削減目標の未達成部分の達成を目指す。 

 

平成 11 年 2 月  文部省「21 世紀医学・医療懇談会」第４次報告発表 

 ◎ 医学部の入学定員について、現状よりさらに削減することが必要であり、削減目標の達成を

目指すことが適当。 

 ◎ 入学定員の削減は国公私立大学全体で対応すべき。 

 

平成 18 年 7 月  厚生労働省「医師の需給に関する検討会」報告書公表 

 ◎ 医学部定員の増加は、中長期的には医師過剰をきたすが、人口に比して医学部定員が少な

いために未だ医師が不足している県の大学医学部に対して、さらに実効性ある地域定着策の

実施を前提として定員の暫定的な調整を進める必要がある。 

 

平成 18 年 8 月  総務・財務・文部科学・厚生労働の各大臣による確認書 

 ◎ 医師不足が特に深刻と認められる県において、平成 20 年度からの最大 10 年間に限り、将来

の医師養成を前倒しするとの趣旨の下、10 名を限度として、現行の当該県内における医師の

養成数に上乗せする暫定的な調整の計画を容認する。（注）対象県：青森、岩手、秋田、山

形、福島、新潟、山梨、長野、岐阜、三重 

 ◎ 自治医科大学において、さらなる地域医療貢献策の実施を条件として、平成 20 年度から最

大10年間に限り、10名を限度として定員に上乗せする暫定的な調整に係る申請を容認する。

医学部生の暫定的な定員増は、医師不足が認められる都道府県に対し行うものとする。 

 ◎ 引き続き、医学部定員の削減等に取り組む。 
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 (3) 女性医師の勤務環境改善 

 

 

 

 

 

〔提案内容〕 

  都内の女性医師数は年々増加し、女性の比率は約４分の１を占めており、全国平均

の約１７％に比べても高い水準となっている。さらに、近年の大学医学部学生の男女

比率をみると、女性が３割を超えて推移しており、今後、さらに女性医師の比率が高

くなることが見込まれる。結婚や出産を契機に一時的に勤務を離れることを余儀なく

されることなどから、勤務医師数がさらに厳しい状況になることが予想される。 

国においては、女性医師が生涯にわたって、安心して医療に携わることができるよ

う、病院内保育事業、院内における就学前児童及び放課後児童の保育や再就業等総合

的な支援策など、補助制度の充実について改善を図る必要がある。           

都においても、医師勤務環境改善事業の充実や先駆的な取組事例の紹介などにより、

女性医師の勤務環境改善をさらに推進していく必要がある。 

病院内保育所については、都内医療機関のうち、６９施設において運営を行ってい

る（１９年度実績ベース）。２４時間保育の実施など、多様な取組みを行っており、各

医療機関が女性医師のニーズも踏まえ、充実を図る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔提案要旨〕 

国においては、女性医師が生涯にわたって、安心して医療に携わることができるよ

う、病院内保育事業など補助制度について改善を図る必要がある。 

大学医学部学生数　男女別推移（全国）

66.8% 66.9% 67.2% 67.9%67.6%68.8%71.3%73.7%
75.9%77.9%
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48,152 47,725

52,658
53,310

53,235 52,644

47,115

【出典　文部科学省　学校基本調査報告書】

47,310 47,014 46,808 46,800
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(4) 在宅重症心身障害児（者）施策の充実や在宅医療環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案内容〕 

都立病院や民間病院のＮＩＣＵにおいて、重症心身障害児などの出生児が長期にわた

り入院しており、ＮＩＣＵの運営上からばかりでなく、早期療育の観点からも問題とな

っている。しかし、看護師配置として３：１の体制が求められるＮＩＣＵから、７：１

体制の重症心身障害児施設に直接移行することは困難である。 
一方、重症心身障害児施設は、例えば都立の府中療育センターでは平均入所期間が 

２７年で、年齢も高齢化している。こうした傾向は民間施設でも同様である。 
退院した重症児が安心して在宅療養できるよう、重症心身障害児（者）や家族を支援

するためには、訪問看護、外来療育、通所事業などの在宅重症心身障害児（者）施策の

充実や在宅医療環境の整備を推進することが基本である。さらに、家族が高齢化等によ

り療育困難になった際には、施設入所できることが、安心につながっていく。 
国においては、平成２４年４月から法令に位置づけられる重症心身障害児（者）通所

事業に対し、必要な財政支援の拡大を図るとともに、入所している重症心身障害児に対

し手厚い人員配置が可能となる基準とし、必要な報酬を算定すべきである。なお、１８

歳以上の入所者は障害者施策で対応することとされていることから、一貫した支援の継

続性が保たれるよう施策間の連携と整合性を図る必要がある。 
また、都が独自に実施している「在宅重症心身障害児（者）訪問事業」のように、退

院後の障害児の養育に不安を抱えている家族を支援するため、専門家による相談対応や

家庭における養育方法の支援を行う制度を国が創設するなど、地域の対応力を強化すべ

きである。 
さらに、重症心身障害児に対する訪問看護の診療報酬の引き上げや、訪問時間の拡大

を図るとともに、訪問看護職員のレベルアップのための研修を充実すべきである。 
都においては、外来診療や短期入所などの在宅支援の充実とともに、区市町村と連携

し、地域での対応力を高めていくことが必要である。特に、看護師募集の拡充や定着対

策を実施することなどにより、看護師不足を解消し、短期入所事業を利用しやすくすべ

きである。 
改築が予定されている東京都府中療育センターにおいては、外来療育や通所事業、短

期入所事業など在宅支援機能のあり方を検討する必要がある。 
 

 

〔提案要旨〕 

  国においては、重症心身障害児（者）施策にかかる施策の推進及び診療報酬の一層

の充実に努める必要がある。 

  都においては、在宅重症心身障害児（者）やその家族を支援する通所事業や短期入

所事業など施策の充実や在宅医療環境の整備を推進する必要がある。 
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(5) 産科医療補償制度の充実 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

産科医療補償制度は、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺児及びその家族の経済

的負担を補償するとともに、事故原因の分析を行い、将来の同種の事故防止に資する

情報を提供することなどにより、紛争の防止・早期解決及び産科医療の質の向上を図

ることを目的として創設され、平成２１年１月から制度開始している。補償のしくみ

については、通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳性麻痺となった場合を対象として、

3,000 万円の補償金額を支払うものである。 
本制度は、産科医療の根幹にかかわる課題として国が制度設計すべきものであり、

国において、対象症例の拡大を図るなど充実した制度となるよう、引き続き検討する

必要がある。                 

 

(6) 妊婦健診の受診促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

妊婦健診は、妊娠の経過や胎児の発育状況の確認、母体の変化のチェック、妊婦・

胎児の異常を早期に発見するためにも大変重要である。 

今般、国においては１４回の妊婦健診について全て公費負担としたが、実施主体の

区市町村においては、妊娠届の早期届出及び妊婦の健康管理としての妊婦健診の重要

性について普及啓発を徹底するとともに、受診状況の把握等により受診促進を図る必

要がある。 

  かかりつけ医においても、あらゆる機会を通じ、妊娠のリスクや妊婦健診の重要性

についての説明を行うなど、都民の意識の醸成に努める必要がある。 

〔提案要旨〕 

国においては、平成２１年１月から開始した産科医療補償制度が、より充実した制

度となるよう、引き続き検討する必要がある。 

〔提案要旨〕 

区市町村においては、妊娠届の早期届出及び妊婦の健康管理としての妊婦健診の重

要性について普及啓発を徹底するとともに、受診状況の把握等により受診促進を図る

必要がある。 

かかりつけ医においても、あらゆる機会を通じ、妊娠のリスクや妊婦健診の重要性

についての説明を行うなど、都民の意識の醸成に努める必要がある。 
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(7) 周産期母子医療センターに対する補助制度の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

周産期母子医療センターに対する国庫補助制度の充実については、第二次提案におい

て、国に対し緊急要望を行ったところである。 

周産期母子医療センターに対する現行の運営費補助制度は、国制度がＭ－ＦＩＣＵ数

のみを算定基準とした制度であるのに対し、都制度は、Ｍ－ＦＩＣＵ数とＮＩＣＵ数を

算定基準とした制度となっている。 

都においては、ＮＩＣＵ病床運営の実態を踏まえ、引き続き国に要望を行うとともに、

国が改善を図るまでの間、周産期母子医療センターに対する運営費補助金の充実に向け

た対応を検討する必要がある。 

また、都民が安心して出産出来るよう、国の報告書の趣旨も踏まえ、都においてもＮ

ＩＣＵの整備目標を策定し、取組を進める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

   ※ 東京都内の周産期母子医療センター２３施設のうち、Ｍ－ＦＩＣＵを有する総合周産期 

母子医療センターは９施設である。（資料編Ｐ.２「東京都周産期母子医療センター等の 

現況」に記載） 

〔提案要旨〕 

都においては、ＮＩＣＵ病床運営の実態を踏まえ、引き続き国に要望を行うととも

に、国が改善を図るまでの間、周産期母子医療センターに対する運営費補助金の充実

に向けた対応を検討する必要がある。 

また、都民が安心して出産出来るよう、国の報告書の趣旨も踏まえ、都においても

ＮＩＣＵの整備目標を策定し、取組を進める必要がある。 

 

Ｍ-ＦＩＣＵ ＮＩＣＵ

国制度 ○ ×
〔補助率〕 ２／３ －

都制度 ○ ○
〔補助率〕 １／３ １／３

周産期母子医療センターへの運営費補助制度の国と都の比較
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 (8) ＧＣＵやその他の退院先の病床など後方病床の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

     ＮＩＣＵの満床状況を解消するためには、ＮＩＣＵの増床と合わせて、ＮＩＣＵに

入院中の新生児をその症状が一定程度回復した場合などに他の病床に移すための後方

病床の確保が重要である。国においては、ＮＩＣＵの受け皿となるＮＩＣＵ後方病床

（ＧＣＵ等）やその他の退院先の病床に対する診療報酬上の評価を再検討するなど、

その確保について抜本的な対応を図る必要がある。 

    都においては、ＮＩＣＵから在宅への移行を含めた円滑な退院が出来るために必要

な母児に対する支援について検討する必要がある。 

 

(9) 周産期医療体制の運用にかかる情報収集・検証及び公表 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案内容〕 

都においては、周産期医療体制の運用状況（スーパー総合周産期センターの患者受

入状況や母体・新生児搬送受入コーディネーターの活動状況等）について、日頃から

情報収集・検証を行い、定期的に公表するルールを定めるなど、透明性を高めていく

必要がある。 

このためには、周産期母子医療センターの協力はもとより、地域の産科医療機関の

協力が不可欠であり、都は、医療機関どうしが日頃から情報交換しあえるような、い

わゆる顔の見える関係の構築に努める必要がある。 

 

 

 

 

〔提案要旨〕 

国においては、ＮＩＣＵの受け皿となるＮＩＣＵ後方病床（ＧＣＵ等）やその他の

退院先の病床に対する診療報酬上の評価を再検討するなど、その確保について抜本的

な対応を図る必要がある。 

都においては、ＮＩＣＵから在宅への移行を含めた円滑な退院が出来るために必要

な母児に対する支援について検討する必要がある。 

〔提案要旨〕 

都においては、周産期医療体制の運用状況（スーパー総合周産期センターの患者受

入状況や母体・新生児搬送受入コーディネーターの活動状況等）について、日頃から

情報収集・検証を行い、定期的に公表するルールを定めるなど、透明性を高めていく

必要がある。 
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(10) レセプト並みの支払明細書発行の取組 

 

 

 

 

 

 〔提案内容〕 

情報の透明性を確保し、また、患者さんから見てわかりやすい医療を実現する観点

からも、各医療機関で、個別の診療報酬点数の算定項目の分かるレセプト並みの明細

書を即時に発行できることが重要であり、まず、都立病院におけるレセプト並みの支

払明細書の発行について、平成２１年秋までにモデル的に実施し、導入する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔提案要旨〕 

都においては、都立病院におけるレセプト並みの支払明細書の発行について、平成

２１年秋までにモデル的に実施し、導入する必要がある。 
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７ おわりに 

 
  東京都では、昨年２件の母体搬送事案が発生し、安心して妊娠・出産できる体制が揺ら

いでいることが取り上げられた。二度と今回のような痛ましい事案を発生させないことを

決意し、国や医療関係者等と連携を図りながら、一日も早い都民の信頼の回復に向けて取

り組むべきである。 
 
  都においては、事態を重く受け止め、周産期医療対策や医師をはじめとする医療人材確

保に予算を重点的に配分するとともに、緊急対策や新たな施策に取り組んでいるところで

あるが、引き続き、都民・利用者の視点に立って、周産期医療体制の充実に向けて取り組

む必要がある。 
  また、国においても、医師の確保や診療報酬の引上げなど、都道府県では対応できない

課題の解決に早急に取り組まれたい。 
   

最後に、本ＰＴによる現地視察や関連資料収集等にご協力いただいた医療機関、札幌市

の関係者の皆様に心から感謝申し上げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




